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はしがき

　家事事件は、通常の民事事件と異なり、課税問題が複雑に絡んできます。
　例えば、相続人が限定承認をすると、被相続人から相続人に相続財産
を時価で譲渡したものとみなされ、不動産など含み益のある相続財産に
は所得税（譲渡所得）が課税されてしまいます。また、相続人間で遺産
分割をやり直すと、新たな譲渡（交換、贈与）がなされたものとみなされ、
当初の遺産分割の内容で相続税は課税され、さらにやり直しにおいて新
たな課税関係まで発生してしまいます。
　離婚案件においては、財産分与として不動産を譲渡すると、譲渡者に
譲渡所得課税がなされる可能性があります。
　上記は、家事事件において課税問題が絡む典型的なケースです。

　クライアントにとって、家事事件における課税問題は、家事事件の処
理そのものに匹敵するくらいの重大な関心事であり、家事事件を処理す
る弁護士としても、課税問題は避けては通れない問題です。
　しかし、弁護士が押さえておきたい税法理論を、弁護士目線で分かり
やすく解説したり、弁護士が案件処理において注意すべき課税関係を丁
寧に説明したりする書籍や講座はまだまだ少ないように思います。
　私は、青山学院大学大学院法学研究科で税法を学ぶ機会があり、幸運
なことに、日本弁護士会連合会、東京弁護士会、長野県弁護士会などで、「家
事事件における課税問題」の講師を務める機会をいただき、弁護士目線
で「家事事件における課税問題」を整理して参りました。
　そんな折り、学陽書房から、家事事件の課税問題に着目した本を出さ
ないかという話をいただき、今までの講演資料を整理し、不足部分を新
たに掘り下げ、本書を上梓いたしました。
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　本書は「基礎編」と「実務編」の２編で構成されています。
　「基礎編」は、弁護士が苦手意識を持つ税法（相続税法、所得税法）を、
弁護士が理解しやすいように「理屈重視」を心がけ、弁護士目線で執筆
しております。
　また、「実務編」は、税目の順番に解説をするのではなく、弁護士の関
わる家事事件の類型ごとに、注意すべき課税関係を網羅的に言及、検討
しております。
　本書の「基礎編」は通読いただき、「実務編」は実際に関わっている事
案に該当する部分を読んでいただけると、家事事件における課税問題は
概ね理解いただけるものと自負しております。
　本書が弁護士の皆様の家事事件実務の一助となれば幸いです。

　最後に、青山学院大学大学院法学研究科（および卒業生）の池田清貴
さん、大前和歌さん、高橋ちぐささん、田村裕樹さんからは、それぞれ、
弁護士、税理士の立場から、有意義なご助言をたくさんいただきました。
また、青山学院大学学長の三木義一先生、青山学院大学名誉教授の中村
芳昭先生には、長年にわたり、税法務に関する御指導をいただき、本書
執筆にあたり、たくさんの示唆をいただきました。
　さらに、学陽書房の伊藤真理江さんからは、本書企画の提案をいただ
きましたが、この提案がなければ、本書は存在しなかったものと思います。
また、企画段階から出版に至るまであたたかく支えていただきました。
　この場を借りて、厚く御礼申し上げます。

　平成28年９月
　弁護士・税理士　馬渕泰至
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2 第１章　家事事件における税法の重要性第１編　基礎編

1  はじめに──税法の考え方

　家事事件の処理において、税金がどのくらいかかるか、特例の適
用により節税できるかなど、課税問題は避けては通れない問題です。
　この点、家事事件を処理する弁護士において、「会計や簿記のイ
メージが持てない」などの理由から税法（相続税法、所得税法）に
苦手意識を持ち、課税問題に踏み込めないという話をよく聞きます。
　しかし、税法はあくまでも法律であり、会計が分からなくても、
簿記が分からなくても、理解可能な学問です（法人税は会計処理基
準を前提にするので、会計の知識が不可欠ではあります）。
　また、家事事件における税務の問題を理解するにあたって、税法
（相続税法、所得税法）の基本的理解は必須ですが、税法の基本的
理解があれば、個別事案における課税問題の検討はあてはめ作業と
考えることができます（もっとも、特例も多く、財産評価の問題も
あり、重要な局面では税理士に相談することをお勧めします）。
　そこで、本書は、家事事件の実務にかかわる弁護士を対象に、実
務で必要とする税法の基本的理解、最低限の知識を中心にまとめま
した。

家事事件における
税法の重要性

第1章
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2  担税力

　家事事件の処理において、なぜ、課税問題は避けては通れない問
題なのでしょうか。
　これは担税力に関係します。そもそも、税負担は、各人の担税力
に応じて公平に配分されるべきという大原則があります。ここでい
う担税力とは、税金を負担することのできる能力、経済的負担能力
をいいます。そして、この担税力は、「所得」「財産」「消費」を基
準として判断されます。
　「所得」を基準とする税金は、「所得税」「法人税」などであり、「財
産」を基準とする税金は、「固定資産税」「自動車税」などであり、
消費を基準とする税金は「消費税」などです。ちなみに、「相続税・
贈与税」は、「財産」と「所得」の両者を基準とする税金というこ
とができます。
　要するに、国家は、財産のあるところ、財産が移転して所得が発

担税力 課税

所得

財産

消費

所得税

法人税

相続税・贈与税

固定資産税

自動車税

消費税

図表１　担税力と課税
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納付した贈与税がある場合は、相続税から控除することができます
（贈与税額控除、相法19）。

（2）贈与税額の算定方法（暦年課税制度）

　贈与税は、１年間（１月１日から12月31日）に贈与を受けた個
人（相法１の３）に対して課税される税金です（相法21）。
　贈与税額は、１年間に贈与を受けた金額（複数の者から贈与を受
けている場合は、贈与を受けた金額を合算します）から基礎控除
110万円を控除し、贈与税率（超過累進税率）を乗じて算出します。
　なお、10年間をかけて毎年110万円（合計1,100万円）を贈与す
る契約をした場合、課税庁が1,100万円の一括贈与とみなして課税
してくる危険性があります。そこで、暦年課税制度を利用して、基
礎控除の範囲内で財産を承継する場合、毎年、新たな契約を締結す
る必要があります。
　贈与税は、相続税の潜脱防止、補完税という役割から、相続税率
よりも税率が高くなっています。他方、20歳以上の者が直系尊属
（親、祖父母等）から贈与を受けた場合、財産の世代間移転を促進
すべく、税率が若干緩和されています。贈与税の特例は本章（5）（47
頁）において詳述します。

超
過
累
進
税
率

贈
与
税

×－

課税標準

１年間に贈与を
受けた財産の合計

基礎控除
110万円

図表11　贈与税額の算定方法
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　税率表と速算表は図表12、図表13のとおりです。
　相続税率と同様、超過累進税率は、対象金額（課税標準）ごとに
税率が異なる方式です。課税標準が3,000万円を超えたからといっ
て、全ての税率が50％になる訳ではありません。3,000万円を超え
た部分のみの税率が50％になるという点に注意が必要です。
　なお、贈与については、前述の暦年課税制度のほか、生前、税制
の優遇を受けつつ、相続時に精算して課税する相続時精算課税制度
を利用することもできます（措法21の９）。なお、相続時精算課税
制度については、本章（4）（44頁）に詳述しています。

課税標準 税率

200万円以下の部分 10％

200万円を超えて
400万円以下 15％

400万円を超えて
600万円以下 20％

600万円を超えて
１,000万円以下 30％

1,000万円を超えて
1,500万円以下 40％

1,500万円を超えて
3,000万円以下 45％

3,000万円を超えて
4,500万円以下 50％

4,500万円超の部分 55％

課税標準 税率

200万円以下の部分 10％

200万円を超えて
300万円以下 15％

300万円を超えて
400万円以下 20％

400万円を超えて
600万円以下 30％

600万円を超えて
1,000万円以下 40％

1,000万円を超えて
1,500万円以下 45％

1,500万円を超えて
3,000万円以下 50％

3,000万円超の部分 55％

Ⓐ�直系尊属から20歳以上への
贈与（特例税率）

Ⓑ左記以外の贈与（一般税率）
図表12
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1  慰謝料

〈設例１〉

　ＸとＹが離婚し、ＸがＹに慰謝料を支払った。

（1）慰謝料と贈与税

　慰謝料を受け取ったＹには贈与税が課税されるでしょうか。
慰謝料の支払いは、精神的損害についての賠償、つまり、損害賠償
債務の履行であり、「贈与」ではありません。
　よって、慰謝料を受け取ったＹにおいて、贈与税が課税されるこ
とはありません。
　もっとも、合意した慰謝料が、本来あるべき慰謝料額に比べて著
しく高額であったり、実体がないにもかかわらず精神的損害を仮装
して慰謝料名目で財産を移転したり、もはや損害賠償債務の履行と

X Y慰謝料
￥

離婚における課税関係第2章
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認められない場合、贈与と認定され、Ｙに贈与税が課税されること
があります。その場合、Ｘも、贈与税の連帯納付義務を負担するこ
とになります。
　他方、慰謝料を支払わなかったり、本来あるべき慰謝料額に比べ
て著しく低額の場合、理論上は、Yによる債務免除と評価し、Xに
贈与税が課税される可能性があります。もっとも、損害賠償請求に
おいて、請求額が確実に認められるかは不確かであり、回収には相
当のコストもかかるので、個人間において、損害賠償請求権を行使
しなかったからといって、債務免除（贈与）と認定されることはほ
とんどないように思います。
　いずれにしても、実務上、本来あるべき慰謝料額は、一義的・確
定的に算出できる性質のものではなく、また、離婚に伴う財産（不
動産）の拠出は、財産分与や養育費など様々な事情を加味してなさ
れますので、課税上、曖昧な部分は残ります。

（2）慰謝料と所得税

　では、慰謝料を受け取ったＹに所得税は課税されるのでしょうか。
　慰謝料の支払いは、心身に加えられた損害に基因して取得する損
害賠償金であり、所得税法９条１項17号において、非課税所得と
規定されています。
　よって、所得税が課税されることはありません。
　実質的にみても、慰謝料は、精神的損害についての補塡に過ぎず、
Ｘの不法行為により、Ｙの「－10」に凹んだ部分が、慰謝料の受
け取りにより、「＋10」という補塡がなされ、「±０」に戻るに過
ぎず、所得税を課税できるだけの担税力は認められません。
　この点、同じ不法行為の損害賠償債権であっても、そもそも所得
に該当する債権が損害賠償債権に転化したに過ぎない場合、非課税
所得の例外には該当せず、所得税が課税されます。損害賠償名目で




